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In this research, the actual condition of cOmmunity mOvements fOr safe and sustainable cOmmunity
was  i,vestigated,  COmmunity  mOvements  in  TOkyo,  Kyoto,  Kobe,  and  Yubari―city  aiming  at
disaster―preventive, well―being, sustainable and vigorous 10cal culture were taken up as targets
of field studies. MOreover, investigatiOn was silllu]taneOuslv dOne abOut the conditiOns and the
cultural backgrounds fOr such 10cal activity being attained
While the organizing prOcesses and the backgrounds Of the c01lective movements were modeled as
several patterns, knowledge was acquired about the thOught typjca]ly cOnceived by leaders Of these
movements.
MoreOver, stricken areas, such as the Great Hanshin Earthquake and an eruption― calamity Of
Mt.Unzen Fugen, were investigated fOr measuring the potentiality of calamity―response and crisis
ma,3__cement Of the community. Accol‐ding tO thOse factol‐s lis ed below, they were patterned as sOme
typica1 10cal types.
(1) socioecOnomic cOmpositiOn and density of populatiOn,
(2) sOcia]damage resulted from calamity, and the chain Of the sOcial influences,
(3) reactiOn Of 10cal residents and their c01lective activities.
(4) cOnsciOusness of safety culture,
(5) social system, such as crisis management system, etc.
The sOcial prOcess from right after the calamity tO restoration and reconstruction stages in each
type Of 10cal cOmmunity was depicted in model. Furthermore, investigatiOn at the Mikura―area Of
Nagata, Kobe―city was dOne in detail.
As a conclusiOn, 10cal peOple were obliged tO decide their strategy fOr family living in a quite
early stage of restOration and reconstructiOn processes with receiving the pressures that vary with
each type and positiOn in the social stratificatiOn. WithOut the 10ca]c01lective efforts functjOnning
e f fec t l r r e l v  and  success fu l l y  i n  a  qu i t e  ea r l y  s tage ,  a  1oca1  res iden t , s
ieconsLluct lon and future neighbourhood p lanning r ias be,coning inoie and more
o f  l oss  and  d i s rup t i on  o f  soc ia l  cohes io i l .
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進事業1 4  Housing Problems after the Great











Hanshin Awaji Earthquake :  Co―Housing
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資料1 安全を志向するまちづくりに向けて :まちづくリマニュアル
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I 地域社会の安全を志向するまちづくりの活動実態と可能性
 1- 1
















































































発生時間：13 時 01 分、震源は新潟県沖（M7.5）。 
被害地域は、新潟県、山形県を中心とする 9県。被害
は、死者 26、負傷者 447、住家全壊 1960、半壊 6640、



















発生時間：17 時 40 分頃から翌朝 5時まで 
被害の概況：死者 1（消防長殉死）、重症者 10、軽症
者 993、全壊・全焼世帯 1016（棟 967）、半壊・半焼

















































































































































































































































































































































































































































































































































































原 2～3 丁目）、墨田区の一寺言問地区（向島 5 丁目、東
向島 1・3 丁目、堤通り 1 丁目）で防災まちづくりが始め
られたのも、この事業のモデル地区に指定されたことを契
機としている。また、目黒・品川両区の境界に位置する林
試の森周辺地区（目黒区下目黒 3～6 丁目、目黒本町 1・3




















































































































































































































































  （財）消防科学総合センター編『地域防災データ総覧 
自主防災活動編』1991 年 3 月 
   浦野正樹『自主防災リーダーマニュアル』東京法規出
版 1996 年 
  『季刊自治体学研究 特集／都市災害とガバナンス』
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早稲田商店会防災企画 
（http://bousai-waseda.hoops.ne.jp/）   




















































































1 日をとってみた場合、1 月には約 6 万人、7 月には約 8
～9万人いると推計される（国際観光協会による調査によ
れば、日本への訪問・観光客数が平成 12 年度 475 万人で、



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ 秋元律郎 編集解説『現代のエスプリ no.181―特集：都
市と防災』至文堂,1982 年 8 月 
・ 1･17 神戸の教訓を伝える会『阪神･淡路大震災 被災地
"神戸"の記録』ぎょうせい,1996 年 5 月 
・ 岩崎信彦･鵜飼孝造･浦野正樹･似田貝香門･野田隆･山
本剛郎編著『阪神･淡路大震災の社会学』（第 1～3巻）
昭和堂,1999 年 2 月 
・ 浦野正樹・伊藤清隆・横田尚俊『都市における地域防
災活動』早稲田大学文学部社会研究室,1990 年 8 月 
・ 浦野正樹・大矢根淳・土屋淳二編『阪神･淡路大震災に
おける災害ボランティア活動』早稲田大学社会科学研
究所（研究シリーズ 36 号）,1996 年 9 月 
・ 浦野正樹『自主防災リーダー・マニュアル』東京法規
出版,1997 年 3 月 
・ 大矢根淳「コミュニティ防災の新たな展開に関する一
考察」江戸川大学『情報と社会』No.9,1999 年 
・  (財) 消防科学総合センター『地域防災データ総覧 自
主防災活動編』(財) 消防科学総合センター,1991 年 3
月 
・ 高澤武司･加藤彰彦 編『福祉における危機管理――阪
神･淡路大震災に学ぶ』有斐閣,1998 年 2 月 
・ 田中直人『福祉のまちづくりデザイン』学芸出版
社,1996 年 8 月 
・ 東京ボランティア・市民活動センター『市民主体の危
機管理――災害時におけるコミュニティとボランティ
ア』筒井書房,2000 年 1 月 
・ 西須磨まちづくり懇談会『住民主体への挑戦――被災
地須磨のまちづくり』エピック,1997 年 4 月 
・ 野田北部まちづくり協議会記念誌出版委員会『野田北
部の記録（震災後 3 年のあゆみ）』野田北部まちづく
り協議会,1999 年 3 月 
・ 阪神・淡路大震災復興支援 NPO 編 1995『真野まちづく
りと震災からの復興』自治体研究社． 
・ ピースボート『生活情報からわ版 デイリーニーズ』
（縮刷版）あらばき協動印刷所,1995 年 3 月 
・ 三船康道『防災と市民ネットワーク――安全なまちへ
のソフトウェア－』学芸出版社,1998 年 12 月 
・ 山下祐介・菅磨志保『震災ボランティアの社会学』ミ
ネルヴァ書房,2002 年 11 月 
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表３－１  阪神・淡路大震災による被害の概要 
* 人的被害 
         死者5,500人を超える。避難生活の中での死者を加えると優に6400人を超過。 
       大部分は圧死（89％）→～AM6まで（6割）､AM6～12（25%）死亡  
         死亡者の年齢構成は、半数以上が60歳以上、70歳以上が1/3 
           ----高齢者、弱者、低所得層に被害が集中。 
 * 倒壊家屋数 全半壊20万棟 
     老朽木造家屋の倒壊 
     新耐震設計法の施行（81年）以前の建築物  
         1962－85年ごろまでの狭小な建売住宅での被害大 
（東灘区西部での関西建築家ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ調査による） 
 * ライフラインの破壊---ピーク断水（約129万戸）､停電（約260万戸）､ガス（約86万戸） 

















































































































































































































































３ 災害によるダメージの質と生活再建への展望       
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第 4 章 住民主体のまちづくりを支える住民参加と、専門家・ＮPＯの関わり 









































































行は遅れた。震災から 8 年以上が経った現在、御蔵通 5･













































は 314 世帯・735 人が暮らしており、また 7 割が借家人
であった。65 歳以上人口は 21％に達していた。 
阪神淡路大震災では、図 1 が示しているように、地区
の大半が壊滅的な被害を受け、御菅地区全体では 120 名
以上の、御蔵 5･6･7 丁目でも 30 名弱の犠牲者を出して










◎第Ⅰ期 住民の自主的活動展開期         






      （1995 年 4 月 23 日～）  
旧自治会役員が高齢などの理由により、復興をにらんだ意
味での新自治会への参加を辞退したため、替わって子供会









◎第Ⅲ期 ボランティア支援開始期          


























       （1996 年 12 月 15 日～）  
共同再建については 96 年のはじめから検討が行われ、




















御蔵 5･6･7 丁目地区 
■図 1 御菅地区の被害（神戸新聞 1995.10.16） 
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の 2 つにわかれたが、Ａコンサルは両地区を担当するこ
ととなった。そして御菅西地区にあたる御蔵 5･6 丁目に






反対を唱えるものが多かった。4 月 9 日行われた長田区
































































菅地区を区画整理に入れた。        
・買収については、売ってもよいという方がいれば、4 月
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■図 2 事業計画(案)提出以降のスケジュール 

























(2) ［第Ⅱ期］御蔵通 5･6 丁目組織の立ち上げ期 （1995










































 4 月 27 日(木)に最初のまちづくり協議会役員会が開催
されて以降、5 月に３回（うち一回は住民の集い）、6 月
に 3 回（うち 1 回は第一回まちづくり協議会全体集会）、

























































































b) 第Ⅱ期の評価 ～離散が進む住民と話し合いの進捗 




















行い来年（96 年）の 4 月ごろから換地設計に入りたい」
と発言していることから、神戸市側の当初の予定と現状
のずれが理解できる。課長はこの発言の最後に「今後少









(3) ［第Ⅲ期］ボランティア支援開始期  
（1995 年 10 月半ば～1996 年 3 月半ば） 











に手伝いに入ることとなっており、10 月 21 日のまちづ
くり協議会役員会に初めて 2 人が出席した。 










































































ディネートを全て担うこととなった。こうして 1996 年 1




















た）。そして 12 月 17 日(日)に「御蔵 5･6 丁目まちづく
り協議会集会所・開所式」が協議会の主催で行われた。    
 このように、住民同士の絆に対する思いが年末から年
明けに高まったこともあり、慰霊祭の疲れが抜けきらな




③ボランティア支援の継続議論（1 月終わり～3 月半ば） 















































































































































践期  1996 年 3 月半ば～ 

















































































































































対する 2 度目の回答のあった 8 月 20 日の役員会で、こ
れ以上の有効な回答は引き出せないことを認め、事業計
画（案）の提出を行うことになった。提出は 9 月 13 日
に行われたが、震災からすでに 1 年 8 ヶ月が経っていた。 
②被災地で唯一復興まちづくりに関わる非専門家ボラン
ティアの活動 



























































































b) 第Ⅳ期の評価 ～まちの復興レベルを決定づけた 9
ヶ月 











子がわかる。   
ただし、これらの要求が全く無駄であったとは言えな
































































 こうした流れの中で、御蔵 5･6 丁目は被災地内におい








(5) ［第Ⅴ期］ 共同再建事業立ち上げ期  1996 年
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ヶ月を経た 1998 年 1 月 17 日、共同化建設組合が設立さ




会の土地が組み入れられたことで、1997 年 11 月に公団






後の 1998 年 1 月 19 日第一回建設組合会議において、公
団が買い取ることができる保留床に限りがあることが伝
えられている。そして最終的には、保留床の建設をあき
らめ、敷地面積 495 ㎡、住戸 11 戸･2 店舗、権利者 12

















半期 19 回、1997 年度上半期 6 回）。その代わりに、共
同化検討会や住宅再建の個別相談会が行われている。 









































































































































































































































































































参加から住民主体への変化と共に「TOWN BUILD から、TOWN 
































































































































































































































































































































































































































































































































































正樹他編著『阪神・淡路大震災の社会学 第 3 巻 復興まちづく
りの社会学』昭和堂. 





































 Community Activities for Post-Earthquake Recovery in Mikura, Nagata Ward and Tasks for 








1 東京都立大学大学院 社会科学研究科 
     Graduate School of Social Sciences, Tokyo Metropolitan University 
 
   Urbanized areas of Kobe City had concentrated damages, reflecting social trends in the inner-city where 
population density was high, and row houses or tenement houses mainly built of seismically vulnerable 
wooden construction were mainly occupied by lower income households. In areas designated of land 
readjustment, tenants found it difficult to return and industry moved out. In Mikura，Nagata with the 
help of voluntary groups and specialists, community organizations responded to housing problems and 
the reconstruction plan by carrying out the co-housing project. The intentions were to enable the victims 
including tenants, workers and enterprises of the local industry and the elderly to restore their everyday 
life. Although the outcome of co-housing it self was limited to the return of eight households, the 
building process provided the bases for continuing community-based activity.Now the Mikura area is 
facing a new era.The regeneration of economy, and appropriate land use based on careful decision 
making within the local society is necessary. 
 






















神戸市長田区御蔵通 5･6 丁目地区（以下御蔵 5･６地区


























あるとも言われる。2 月 1 日には建築制限区域に指定さ































待たなければならかった。1999 年 10 月にようやく地区
















































































  1996 年 10 月に予備調査を開始してから、ヒアリングと
並行して共同再建への参加者を募るべくイベントを開催


























































































































































た。1998 年 1 月に共同化住宅建設組合が設立されてから
「みくら５（ファイブ）」の竣工まで 2 年の歳月を要し、
最終的には権利者は 12 人、入居世帯数 10 世帯、建設戸










































  地区内居住世帯＝6世帯 
  地区外居住世帯＝11 世帯 
（従前の土地及び建物の権利形態 AAA＝14 世帯、  




  地区内居住世帯＝5世帯 
  地区外居住世帯＝3世帯 
 （従前の土地及び建物の権利形態 AAA＝7 世帯、  
  ABB＝ 1 世帯） 
・事業者(地区内に居住はしていない）: 
  従前の土地及び建物の権利形態 AAA＝1 件、ABB 
  ＝ 2 件、AAA 及び ABB＝1 件（複数の土地につ  
















   が同一。いわゆる持地、持家タイプ。 
 
・ABB：建物所有者、居住者（占有者）が同一で、地  
   主に土地を賃借している。借地タイプ。 
 
・AAC： 土地所有者（地主）と建物所有者（家主）は 
   同一。居住者（占有者）が建物もしくは部屋を賃 借 
   している。いわゆる借家タイプ。 
 
・ABC：AAC と同様に居住者（占有者）が建物もしく 
   は部屋を賃借している借家タイプではあるが、この   
   場合、土地所有者（地主）と建物所有者（家主）は 
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第6章 台湾地震の復旧・復興過程と社会的課題 












1 東京都立大学大学院 社会科学研究科 
     Graduate School of Social Sciences, Tokyo Metropolitan University 
2 台灣師範大学環境教育研究所 
     Graduate School of Environmental Education, National Taiwan Normal University 
 
   The Chi-Chi, Taiwan Earthquake of September 21, 1999 did great damage to rural areas in Nantou county and 
Taichung county which are located in central Taiwan.The affected areas are now facing economic problems which 
reflect existing social trends, such as uneven development between urban and rural areas, decline in agricultural 
productivity and population.In the recovery process, small villages are supported not only  by charity oraganizations 
but also by community oraganizations from other areas in terms of temporary housing.In towns such as Dongshih,  
residents are facing great difficulty, not being able to reach an agreement to carry out the reconstruction plan.Also, a 
significant number of the residents having similar cultural backgrounds so-called “Hakka”, the recovery process 
tend to have aspects of a cultural movement. 
 















1999 年 9 月 21 日午前 1 時 47 分 、台湾中部を震源とす
るマグニチュード 7.3（Richter Scale による）の地震が発


























































 19 世紀初めに平埔族(2)が流入し、その後十数種類の語  
形の種族が出入りしたといわれる。 





  b) 復興施策の基本方針 




































 (2)  南投縣中寮郷龍安村(6) 
 
 a)  龍安村の概況 





















  b) 震災後の村の対応 












 仮設住宅は 46 戸建設され多いときで約 180 人が住む























































































































































  a)  東勢鎭の概況 






























地区の 3 つの地区についてみていきたい。 
  
  c) 各地区の対応 


























も活動が制約され、2001 年 4 月にはプロジェクトは頓挫
している。 
一方南平里と第 3 横街という通りをはさんで隣り合う東























































  a)  石岡郷の概況 
  石岡郷は人口一万人あまりで主な産業は農業である。面







































































(1) 謝志誠編 2000『921 災後重建 Q&A』全國民間災後重建聨盟  
    より作成 
(2)台湾の先住民のうち漢人との同化が進み平地に居住する部族  
   を指す（イン・ユンペン編丸山勝訳：台湾の歴史,藤原書  
    店,1996.） 
(3)2001 年 3 月までに主要な工場は操業を再開。 
(4)2001.2.22 埔里鎭公所へのヒアリングより。そのほか 4）を 
   参照。 
(5)2001.2.22 新故郷文教基金會空間組へのヒアリングより 
(6)2001.2.20 龍安村長リャオ氏及び金華社區指導者 李氏への   
   ヒアリングより 
(7)2000 年 1 月から現在にいたるまで服部が現地調査を行った。 
   また東安里については 2001.2.21 木村が東安里本街都市更 
   新會理事へのヒアリングを行った。そのほか 4）を参照。 
(8)福建系住民が話すビンナン語では亭仔脚という。 
(9)石岡への支援を行っている民間団体、大隘社のメンバーに   
   2000 年 1 月以降から現在にいたるまで、およそ 3ヶ月に１ 
   度程度、繰り返しヒアリングを行っている。そのほか 4）を 
   参照 
 
参考文献 
1) The921 Earthquake Post-Disaster Recovery Commission: Problems 
   and Solutions in 921 Recovery, APEC Workshop on Dissemination 
of     
   Disaster Mitigation Technologies for Humanistic Concerns, 21 June  
   2001 
2) Sheng-Fong Lin, Deputy Director of The 921 Earthquake Post – 
Disaster Recovery Commision  : The Current Development and  
Visions   
Built for the 921 Earthquake Post-disaster Recovery, APEC 
Workshop  
on Dissemination of Disaster Mitigation Technologies for Humanistic  
Concerns, June 18-21, 2001 
3) 南投縣耕藝藝術協會 ・新故郷文教基金會埔里家園重建工作 
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Restructuring the coal-mining area: tourism development 
and social movement in Yubari City 
 
 












































































































第 1 表 石炭政策の推移   






























































































































第 2 表 夕張市の炭鉱数・従業員数・生産量の推移と炭鉱の事故・閉山・新鉱建設の動向 
年度次 炭鉱数 従業員数(人) 生産量（t） 事故／閉山／新鉱建設の動向 
1960（昭和 35） 17 16,027 3,296,804北炭夕張二鉱ガス爆発（42 名死亡） 
1962（昭和 37） 15 13,974 3,273,645北新炭鉱・北隆炭鉱閉山 
1963（昭和 38） 14 11,265 3,962,944北炭夕張三鉱・小野炭鉱閉山／新夕張炭鉱発足 
1964（昭和 39） 13 10,813 4,029,855遠幌鉱業閉山 
1965（昭和 40） 11 11,025 4,035,845夕張一鉱ガス爆発（62 名死亡）／石山組・新北海鉱業閉山 
1966（昭和 41） 10 11,155 4,264,227旭開発鉱業閉山／三菱南大夕張鉱の開削着手 
1967（昭和 42） 9 10,567 3,997,191石川鉱業閉山 
1968（昭和 43） 8 9,993 3,739,122北炭平和鉱坑内火災（31 名死亡）／大和炭鉱閉山／三菱大夕張新
鉱の坑道開通 
1969（昭和 44） 8 9,466 3,850,534三菱大夕張メタノール工場閉鎖 
1970（昭和 45） 9 9,617 3,761,698北夕炭鉱閉山／三菱南大夕張炭鉱営業出炭開始・北炭夕張新鉱
開発起工式 
1971（昭和 46） 9 9,737 4,007,254北炭夕張二鉱閉山 
1972（昭和 47） 7 7,706 4,208,747北菱鹿島炭鉱・新夕張炭鉱閉山 
1973（昭和 48） 7 6,474 3,301,720三菱大夕張炭鉱・北炭夕張炭鉱閉山 
1975（昭和 50） 5 6,290 3,173,203北炭平和鉱閉山／北炭夕張新炭鉱の営業出炭開始 
1977（昭和 52） 5 6,082 3,291,443北炭夕張新二鉱閉山 
1979（昭和 54） 4 5,655 2,946,326三菱南大夕張炭鉱ガス爆発（16 名死亡） 
1980（昭和 55） 3 5,202 2,653,356北炭清水沢炭鉱閉山 
1981（昭和 56） 3 4,940 2,236,355北炭夕張新鉱大災害（93 名死亡） 
1982（昭和 57） 2 3,141 2,055,876北炭夕張新鉱閉山 
1983（昭和 58） 2 3,094 1,845,004北炭夕張新鉱廃山決定（再開断念） 
1985（昭和 60） 2 2,796 1,528,060三菱南大夕張鉱ガス爆発（62 名死亡） 
1987（昭和 62） 1 998 935,480三菱南大夕張鉱人員削減・北炭真谷地炭鉱閉山 
1990(平成２） 0 0 0三菱南大夕張鉱閉山 
















（第 1 図）。1960 年代までの夕張市は、北海道内の 32
市の中でも、人口規模において上位 10 市に入っていた。
しかし炭鉱閉山と人口流出が続き、1995（平成７）年に




















































第 3 表  夕張市における地域別人口推移         
  総人口 本町 若菜 清水沢 南部・鹿島 沼ノ沢 紅葉山 
1960（昭和 35） 107,972 42,667 14,476 13,010 23,751 7,683 6,985
1965（昭和 40） 85,141 32,503 12,645 11,438 17,479 6,176 4,900
1970（昭和 45） 69,871 22,962 9,762 8,911 19,035 5,174 4,027
1975（昭和 50） 50,131 13,627 6,147 11,302 10,951 4,318 3,786
1980（昭和 55） 41,715 9,077 4,831 11,221 9,020 4,076 3,490
1985（昭和 60） 31,665 5,972 3,183 7,425 8,375 3,564 3,146
1990（平成２） 20,969 4,604 2,612 7,058 2,281 2,195 2,219
1995（平成７） 17,116 3,556 2,226 5,886 1,716 1,769 1,963
出典）国勢調査        
 
第 4表 夕張市産業別人口の推移                  


























第一次産業 1,684 6.0  1,288 6.0 1,200 6.5 1,124 8.2 1,013 12.1  990 13.1 
農業 1,148 4.0  927 4.3 871 4.7 865 6.3 854 9.9  889 11.8 
林業 535 1.9  361 1.7 328 1.8 259 1.9 189 2.2  100 1.3 
漁業 1 0.0  0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0  1 0.0 
第二次産業 15,857 55.6  11,313 53.1 9,444 51.3 5,857 42.7 2,265 26.3  1,867 24.7 
鉱業 11,456 40.2  7,555 35.4 6,766 36.8 3,608 26.3 104 1.2  10 0.1 
建設業 2,264 7.9  1,971 9.3 1,199 6.5 955 7.0 1,103 12.8  899 11.9 
製造業 2,137 7.5  1,787 8.4 1,479 8.0 1,294 9.4 1,058 12.3  958 12.7 
第三次産業 10,970 38.5  8,703 40.9 7,784 42.2 6,721 49.1 5,296 61.6  4,697 62.2 
電気・ガス・水道業 256 0.9  208 1.0 190 1.0 141 1.0 100 1.2  84 1.1 
運輸・通信業 1,682 5.9  1,174 5.5 1,043 5.7 904 6.6 600 7.0  468 6.2 
卸売・小売・飲食業 3,841 13.5  2,965 13.9 2,630 14.3 2,119 15.5 1,618 18.8  1,406 18.6 
金融・保険業 300 1.1  299 1.4 271 1.5 239 1.7 150 1.7  108 1.4 
不動産業 24 0.1  12 0.1 16 0.1 17 0.1 9 0.1  17 0.2 
サービス業 3,894 13.7  3,243 15.3 2,948 15.9 2,627 19.3 2,245 26.1  2,088 27.7 
公務 963 3.4  792 3.7 684 3.7 674 4.9 547 6.7  526 7.0 
その他 10 0.0  10 0.0 2 0.0 0 0.0 0 0.0  0 0.0 
総就業者数 28,511 100.0  21,304 100.0 18,428 100.0 13,702 100.0 8,604 100.0  7,554 100.0 









































北炭夕張新炭鉱は、1981（昭和 56）年 10 月に発生した
ガス突出事故と坑内火災により 93 名の犠牲者を出してし
まった。全市をあげた閉山反対運動にもかかわらず、新



























第５表 夕張市への進出企業（製造業） （各年１２月３１日現在） 
年次 工場数 従業者数 出荷額(万円) 備考 
１９７０（昭和 45） 2 87 32,023  
１９７５（昭和 50） 13 467 184,817  
１９８０（昭和 55） 11 425 252,763休業中１社 
１９８５（昭和 60） 17 549 492,910  
１９８６（昭和 61） 19 503 525,685進出２社 
１９８７（昭和 62） 20 512 463,871進出３社、倒産２社 
１９８８（昭和 63） 20 513 527,384進出１社、閉鎖１社 
１９８９（平成元） 20 514 476,624進出１社、廃止１社 
１９９０（平成２） 22 515 567,734進出２社 
１９９１（平成３） 23 516 723,862進出２社、閉鎖１社 
１９９２（平成４） 23 517 666,343進出２社、倒産１社、閉鎖１社 









































第６表  夕張市の観光客入り込み数及び主要施設の入場者数   
年度 観光客入込み数 石炭の歴史村 Ｍｔ．レースイ 映画祭 
１９７６（昭和 51） 349,920      
１９７８（昭和 53） 410,371      
１９８０（昭和 55） 552,256 81,103   
１９８１（昭和 56） 571,550 157,469    
１９８２（昭和 57） 619,497 154,004   
１９８３（昭和 58） 1,203,400 555,629    
１９８４（昭和 59） 1,725,400 500,986   
１９８５（昭和 60） 1,879,800 433,298    
１９８６（昭和 61） 2,077,000 372,250   
１９８７（昭和 62） 2,079,000 380,008    
１９８８（昭和 63） 2,016,630 582,642   
１９８９（平成元） 1,981,261 456,529    
１９９０（平成２） 2,022,022 452,455  8,740
１９９１（平成３） 2,305,421 422,125  8,920
１９９２（平成４） 2,147,991 426,909  12,146
１９９３（平成５） 2,304,545 422,308 408,466 約 15,300
１９９４（平成６） 2,121,518 510,240 390,698 16,298
１９９５（平成７） 2,024,900 518,648 393,965 17,502
１９９６（平成８） 2,002,438 515,859 330,933 19,360
１９９７（平成９） 1,923,795 439,012 161,555 20,798
１９９８（平成 10） 1,990,525 419,311 182,261 21,030
出典）夕張市『夕張市の統計』各号、夕張市資料 
（注） ・太字は最大数を示す 

























































第７表 1986 年から 1992 年における大型プロジェクトの動向   
















































    








        ・夕張国際映画祭開催（Ｙ） 
  

















      ・北海道物産センターが旧北
炭跡地にレストハウス建設へ
（Ｍ） 































始める。夕張市も 1987（昭和 62）年から 3 年間に 1 億 2
千万円をかけて環境影響調査を行うとともに、開発企業
も国土計画に絞りこみ、開発促進を働きかけ続け、1988









































（約 25 名）であり、2000（平成 12）年時点では 25％
（約 40 名）である。会員構成は、登山愛好家や主婦、自
然環境問題の有識者が主であり、中心メンバーは代表






























































































































































































































































































佐藤 誠 1990『リゾート列島』岩波新書 
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                   資料 1-  2
＜コラム＞ 
◎ 婦人防火クラブ設立の経緯と活動 

















した。昭和 39 年には、全国の都道府県には必ず婦人防火クラブが存在するまでとなり、昭和 40 年代初
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／／／／／／／／次  第／／／／／／／／／ 
                      集合 点呼 8:30  集合 9:20 
進行 ○○町婦人防火クラブ連絡協議会 
             副会長 
■開 会      9:30 
 
■あいさつ          ○○地区幼少年婦人防火委員会 会長 
○○地区婦人防火クラブ連合会 会長 
 
■歓迎のあいさつ       ○○町長 
 
■表 彰      9:45      ○○地区幼少年婦人防火委員会表彰 
                  ○○地区婦人防火クラブ連合会感謝状 
                  ○○地区婦人防火クラブ連合会表彰 
防火ポスター最優秀作品表彰 
                    防火標語最優秀作品表彰 
 
■祝 辞      10:10     ○○県総務部消防防災課 課長 
                  ○○県消防協会○○支部 支部長 
                  ○○町議会 議長 
 
■来賓紹介     10:20  （司会者が出席来賓を順次紹介） 
 
■応急処置実技訓練 10:25    「身につけよう応急手当」 
                実技指導  ○○消防署救急係 
 
■体験発表     11:55   「普段の防火訓練を生かした実践活動」 
                  婦人防火クラブ役員 
 









■防火宣言     13:30  「災害のない安全で豊かな地域づくりをめざして」 
                   ○○地区婦人防火クラブ連合会 副会長 
 
■万歳三唱     13:35  ○○町消防団 団長 
 
■閉 会      13:40  ○○地区婦人防火クラブ連合会 副会長 
 

































































































／／／／／／／／次  第／／／／／／／／／ 
進行  ○○市幼少年婦人防火委員会 
職員 
［屋内行事］ 
１．開 会       13:00 
２．主催者あいさつ   13:02   ○○市幼少年婦人防火委員会 
会長 
３．表 彰       13:10   優良婦人防火クラブ 
４．来賓あいさつ    13:15   ○○市長 
５．委嘱状交付     13:25   一日消防署長 
６．防災講演      13:40   日本損害保険協会○○支部あいさつ 
            13:50   講師  ○ ○ ○ ○ 
７．幼年消防クラブ演技 15:10   ○○保育園 
              15:20   ●●保育園 







初期消火訓練  防火標語会わせ  幼年消防パン喰い競争 火災通報伝達訓練玉入







はしご車試乗＊ 救急車試乗＊ 濃煙・１１９番通報体験＊ 救急処置指導＊ 消火
器体験 消防装備体験・記念写真＊ 防火輪投げ＊ 消防コーナークイズラリー＊ 
金魚すくい ヨーヨー釣り バザー 




























































































































































































  ■市民祭りは活動費を得る好機 




















   
  ■豊富なアイデアで活動広がる 
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■稲城市婦人防火クラブの「市民祭り出店材料準備品チェックリスト」 
品 目 数 量 内 訳 備 考   
 焼きそば   1,800 食 
 ３食入り×１０袋
×６０箱 
   ○ 
 キャベツ  １６０コ      ○ 
 豚肉   ３６㎏  ５００ｇ入パック    ○ 
 紅生姜    ７袋  １キロ入    ○ 
 青海苔    ２袋  ５００ｇ    ○ 
 ソース    ３本  中農ソース     
 持ち帰り用袋   1,000 枚  ﾊﾝﾄﾞﾊｲﾊﾟｰ Ｋ25  在庫有り  ○ 
 割り箸   1,200 膳    在庫有り  ○ 
 パック   1,200 個  規格 F-71  在庫有り  ○ 
 輪ゴム    １袋 
 サイズ１６（４５０
ｇ） 
    
 タッパ    ２個 
 （紅生姜・青海苔
入れ用） 
    
 はかり    ２台  １㎏用     
 調理用手袋  １００双      ○ 
 ｷｯﾁﾝﾍﾟｰﾊﾟｰ    ２袋  ６本入    ○ 
 ジュ－ス   ２０箱 
 ｺｰﾗ ・ｳｰﾛﾝ茶・
ｵﾚﾝｼﾞ etc 
   ○ 
 氷    4 ｶﾝﾒ      ○ 
 ガスボンベ   １０㎏ 
 10 ㎏ﾎﾞﾝﾍﾞ ×2 
本(2 口調整器付
2本 
   ○ 
                     ※ ○印について、今回購入したもの 
■稲城市婦人防火クラブの「市民祭り出店に伴う準備品」 
品 名 数 量 備 考（調達日等） 
フランクフルト １０００本   
ケチャップ 3,3Ｋｇ１缶   
洋がらし 350ｇ１袋   
ディスペンサー ４本   
油 1,5Ｋｇ３本   
鉄板 大１枚   
プロパンボンベ 10Ｋｇ２本  在庫有り 
ガスコンロ ３個  鉄板用２個・鍋用１個 
鍋 大１・小１個  フランクフルト湯どおし用及び油処理用 
ザル ２個 ※防災係から借用 
トレー（フランク用） １０００枚  経済課より受領済 
トング 大３・小１本   
フライ返し ４個   
バット ５～６個 ※防災係から借用 
サランラップ ３～４個 トレー用他に使用 
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アルミホイル ２個   
キッチンペーパー １袋   
まな板 ５個   
包丁 ５本   
テーブル ３台   
椅子 ５脚   
ゴミ袋 １０枚   
持ち帰り用袋 ３００枚   
タオル １０枚 手拭き用・台拭き用 
軍手 ５組   
手袋（ディスポ） １０組   
バケツ ２個 ※防災係から借用 
ヒビスコール １本 消毒用 
ジュース ４８０本 10 月 16 日購入分･480 本 
氷 ２０Ｋｇ ○○水産にて購入△△副会長依頼予定 
冷却用スチロール １個   
現金入れ箱 １個   
つり銭 
 (5,000×2)(1,000×20)(500×40)(100×100)(50×100)(10×100)  計






































































































































































































   わたしたちの快適な暮らしを支えているライフライン。阪神･淡路大震災では、電気・ガス・水道をはじめとする
主要なライフラインが破壊され、市民生活が全面的な麻痺状態に陥り、ライフラインに依存しきった都市生活の脆さ
を思い知らされることとなりました。 
   こうした災害によるライフラインの支障が社会問題として注目されるきっかけとなったのは、1978 年の宮城県沖
地震でした。（この地震は、ライフライン被災型災害といわれています。） 

























































   災害の危険性を知るには、専門家による地域危険度の測定が必要になりますが、自主防災組織などを中心にした住
                   資料 1-  21
民の調査によって一般的な項目についてある程度まで知ることはできます。 




   とくに、非常時に役立つ情報（災害弱者に関する情報等を含めて）を盛り込むよう努めれば、実践的な訓練を行う
さい、多いに役立つはずです。 
   地域防災カルテ・地図は、定期的に修正し、常に現状に近いかたちで管理維持をはかる必要があります。したがっ
て、年間の活動行事のなかに、地域の防災巡視・点検と防災カルテ・地図の修正の機会を設けることが大切です。 
    防災カルテ・地図は、自主防災組織で保管するだけでなく、できれば印刷して関連機関や住民に配布することが望
ましいでしょうが、その際独居高齢者等のプライバシーに関わる情報については防災リーダーのみにとどめ、印刷段
階では削除するなど情報管理・運用面での配慮も必要になります。 





































































































































































































  ●バケツリレーで東京大空襲から町を守る 







  ●安全な暮らし求めて地域活動進める 
   「防災」というテーマは、「緊急時の特別な対応」であり、そのための活動も「特別に」行われがちです。例えば




























































   日本災害救援ボランティアネットワーク（ＮＶＮＡＤ）は、阪神大震災時の災害ボランティア活動（西宮ボランテ
ィアネットワーク）を引き継いで震災の 1年後に設立されたＮＰＯです。現在、災害に備えたネットワーク活動、地
域防災活動、講座・研修の 3つの柱を掲げて活動しています。以下ではこの中の「地域防災活動」を紹介しましょう。 







  ●自分の住む地域を知ることから始める 








  ●子どもの視点で発見された「危険」 
   この防災マップづくりは、1998 年 3 月に西宮市浜脇校区で「「わがまち再発見」と題した最初のワークショップを












   「このプログラムでは、『学んだ』『防災意識が高まった』といった直接的な成果はあまり期待しないようにしてい
ます。子どもが、行事に参加して、人と出会って、普段の生活の中から新たな発見をして、それらを『楽しい』と思
ってもらうこと……これが一番の収穫だと思っています」とスタッフは語っています。 
（機関紙「NVNAD 通信」及び NVNAD の HP から引用） 
 
 







































































































































































































































































      でじっとしていよう！」 
【山田家の人々】 
●母＝自転車で買い物に出ていた：「ブロック塀が崩れてきて、倒れて 
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区の被害が最も大きくなる「冬の夕方 6時頃に東京都 23 区の直下で M7 程度の地震が発生した」という想定で出されてい
る数値を選び、Ｔ区の①人的被害、②建物被害、③火災被害の数値を拾っていきます。災害発生時における T区の A.人















   
 
 
Ｔ区全体 Ｔ町会 参考:長田区Ｍ地区 






※夜間 153,918 人 




720 人(320 世帯) 
→区人口の 0.0019 
 
 ※65 才～:210 人（29％） 
735 人(314 世帯) 
 
  ※夜間 130,466 人 
  ※65 才～:154 人(21%) 















  住宅=421 戸 
 工場=60軒(住併 32) 
 商店=75軒(住併 53) 
  C. 
面積 
 















     ≒0.1558 人 
390×0.0019 




    ※住民の半数前後？ 
②全壊 
 棟数 
1452 棟 (2)全壊 
 棟数 
1,452×0.0073 
     ≒10.53 棟 
倒壊･焼失 =225 棟 
 








   ≒1,444 ㎡ 
焼失面積=23,318 ㎡ 
 
   ※実質 8割以上焼失 
出所）東京都区部直下型被害想定調査結果（1997.3）などから､菅が作成 
注）Ｍ地区の人口は平成 2 年、長田区の人口は平成７年の国勢調査による 
 
 
 ところが、実際計算していくと、町内の死者 0.15 人、全壊家屋 10.5 棟、などという非常に現実味のない数値がはじき
出されてきました。確かに、この方法で出された数値は、区内の地域間格差などもまったく考慮されていないので、非常
に大雑把な想定になっています。とはいえ、一応、既存の調査結果に基づいた数値ではあります。しかし、Ｔ町会は戦災




    ＝区の人的被害想定数値（①）×区に対する町内人口割合（a./A.） 
（2）T町会の建物被害 
    ＝区内の建物被害想定数値（②）×区に対する町内建物割合（b./B.） 
（3）T町会の火災被害 
   ＝区内の延焼想定面積（③）×区に対する町内面積割合（c./C.） 
































































乳幼児（0～5歳） 約 800万人  
高齢者（65歳以上） 約 1,600万人  
心身障害者 約 390万人   
傷病者 約 100万人    
外国人居住者 約 120万人   
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第 7章 親しみやすい活動をめざして 













































































































































































































1 チーム 5名で 3チーム同時にスタートし有効な注水タイムを競う。選手は号砲による「注水はじめ」









競技方法は、5 チーム（各チーム 10 名ずつ）の最初のメンバーが「火の用心タスキ」を肩にかけ、前
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資料2 
 書評：鈴木広編『災害都市の研究――島原市と普賢岳――』九州大学出版会 1998年2月 

























































































己組織過程であり、『 loosely structured community』
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資料 3 ｢災害弱者｣と災害支援 
―阪神･淡路大震災以降の概念の広がりと対応の変化を中心に― 
（『日本都市学会年報 2000／都市とガバナンス』第 34 巻 2001.5.刊行）掲載論文 
 


































































ンティア活動に関する研究 (菅･山下  1996;菅 
1999;山下･菅  1999)の中で､筆者が行なってきた
                    資料 3-  2
①被災地でのヒアリング調査及び資料の収集･分
析､②行政･関係団体が発行した各種報告書等の収

























































































































ど)107 名のうちの 30％に過ぎなかったという｡ 
  加えて､災害対策における福祉行政の位置
















被保護者 ､独居 ･要介護高齢者等――は ､殆
ど放置されたような状態になっていたので
ある５)｡  
  他方､こうした行政による対応の“穴 ”に

















































































































































































































































































































































研究所･研究シリーズ 36 号､1996． 
文貞実｢社会的弱者への救援活動｣『阪神･淡路大震
災における災害ボランティア活動』早稲田大学社
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調査研究平成 3 年度報告書』､1992． 
菅磨志保･山下祐介｢行政の対応と災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ｣
『阪神･淡路大震災における災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動』早


























Housing Problems after the Great Hanshin Awaji Earthquake :  
Co-Housing and Rebuilding the community 
Yasuzou Tanaka 
Akiko Kimura 
The Great Hanshin Awaji Earthquake  
 
 The M7.2 Great Hanshin Awaji earthquake of January17, 1995 struck southern parts of Hyogo 
Prefecture and did widespread damage to urbanized areas. In Kobe City (pop. 1,500,000) where more 
than 4,000 people were killed, some 11,000 buildings were heavily damaged or destroyed (Kobe City, 
2000) and the damage concentrated in inner-city areas where the population had not only decreased in 
the last 20 years but had also grown old and become diverse. The distribution of earthquake impacts 
being uneven, certain areas of Kobe City had concentrated damages and loss of housing stock. Some of 
these neighborhoods were home to the elderly, and especially in the western part of the bay areas they 
were home to significant numbers of ethnic minorities and recent immigrants from Vietnam employed 
in the local chemical industry 
 
 
Damage in Kobe City 
 
 




























Source: Kobe City (2000) 
 
 
 Not only the earthquake but also sheltering and housing programs and reconstruction plans carried out 
by the Japanese Government and the local government, enforced the victims to move to suburban areas 
where temporary housing was provided. As a result, it wiped out supportive social networks established 









Number of Damaged Houses 
 




















Source: Nihon Jyutaku Kaigi ( Japan Housing Council 1996 ) 
 
 
 The recovery process of “Misuga”(pop.5,000) in Nagata ward (pop. 250,000) where land readjustment 
took place after the earthquake is a typical case showing decline in population and local economy. Six 
years after the earthquake, the area has yet to regenerate it’s functions as a town.  
 Many support groups and volunteers were involved in activities to achieve better conditions in 
temporary housing which were mainly located in suburban areas, remote from the previous dwellings of 
the victims. On the contrary, those who found recovery of local areas where the victims once lived 
crucial for permanent housing were quite few. In Misuga, “Machi Communication” one of the few 
groups that recognized supporting local areas and communities as an important task, was organized by 
young volunteer staffs and a manager of a local company who was also a member of the community 
design conference. Although they themselves were not planners or architects or specialists of community 
design, they played a significant role in the recovery process of Misuga. Their main activities were to 
support the “Machizukuri Kyougikai(community design conference)” dealing with land readjustment 
and housing problems in Misuga. 
 
Social Trends Before the Earthquake in Misuga 
 
 In Misuga, before the earthquake there were some attempts to regenerate the neighborhood during the 
1970’s and 1980’s. Planners encouraged small factories to move into large buildings to prevent the 
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polluting. With the help of community organizations, they also tried to educate the residents that they 
were risking their lives, living in densely built prewar wooden row houses or apartments, and that there 
should be roads with sufficient width instead of narrow alleys in terms of “disaster mitigation”(Ono and 
Kimura 2000). Much of the low income housing stock in Misuga is in the form of row houses or 
tenement houses mainly built of seismically vulnerable wooden construction. Landowners, landlords 
and residents would need technical and financial advice to rebuild or up-grade these structures to be 
made safer. Of course, such attempts could lead to shortage of housing for lower income households but 
most of all no one could afford the time, money or energy to improve housing conditions in 
communities like these. Residents who were most likely to be living in such conditions were the elderly. 
Younger generations with financial ability had already moved out to the suburbs.  
 
 























Number of Households 
 




Source: Misuga Kakushudantai Renraku Kyougikai (Misuga Association of Local Oraganizations 1986) 
 
Housing and Reconstruction in Misuga 
 
 Soon after the earthquake, fire broke out and spread quickly but nothing could be done because of 
water supply cutoff. A month later while victims were still evacuating, building was restricted (except for 
temporary use) in the burnt areas and two months later the local authority announced the reconstruction 
plan which was in this case designation of land readjustment. Victims were furious at such enforcement, 
and lack of housing was serious for those displaced but reluctant to seek temporary or new permanent 
housing located far away, having strong commitment to their neighborhoods. Something had to be done 
but the existent community organization Jichikai could not handle these issues for the chairman who 
was already in his seventies and other leaders were victims themselves. Under these circumstances the 
Jichikai was reorganized and was later acknowledged as a community design conference by the city, 
with advice from planners who were responsible for carrying out the land readjustment. The conference 
covered the readjustment areas only and not the entire area of Misuga. There were two conferences, one 
in the eastern part and another in the western part.  
 
The Community Design Conference  
 
 The community design conference of the west side of Misuga (5th and 6th block of Mikura-dori) is said 
to be unusual in a way. It consisted not only of landlords but also of tenants who run companies or own 
factories and tenants who were merely residents but had strong commitments to their neighborhood. 
 4
Although the conference was expected to respond to the reconstruction plan with recommendations for 
zoning, the members of the conference thought housing was the most urgent problem and shared their 
views with other victims. On the other hand, the city’s planning department staff and technical advisers’ 
intention was to complete the zone planning, quickly move on to the land readjustment and then finally 
start thinking about housing problems. As the reconstruction plan was being carried out, those who only 
had tenant rights but wanted to return to the places where they had lived previously seemed to be ignored.  
Those who had the choice, preferred areas that provided better conditions to re-establish their everyday 
life or business without being disturbed by the reconstruction plans. Decline in population and the local 
chemical industry, of medium and small-scale enterprises was rapid and this also led to drop in 
consumption. Owners of grocery stores, coffee shops and small restaurants who lost their customers 
could no longer earn a living. The reconstruction plan seemed to neglect economic regeneration. 
 











Number of Households 314 54
 
Number of People Aged 65 or Over 154 (21%) 21 (16%)
 
Source: Kobe City (1991), (1997) 
 
 Those who had no alternative but to stay needed support to rebuild their homes. Rebuilding for 
landowners with small housing sites, from 30 to 40 square meters, was another significant issue, for the 
land readjustment enforced landowners to give over approximately 10percent of their land to the city and 
contribute to the reconstruction plan. To some this was intolerable, the conference was caught between 
the city’s construction plan and the residents’ requirements. In response to this conflict the conference 




 The members of the community design conference were mainly people in their fifties and sixties, who 
were trying to rebuild their lives and cope with full-time jobs. They needed both technical advice and 
administrative support. As a response to this, the volunteer group, Machi Communication was organized 
in April 1996. To begin with they helped the local community carry out festivals and memorial services 
which provided victims with opportunities to return to their hometowns once in a while. It also helped to 
ease tensions among the residents who had remained and had to cope with reconstruction plans. They 
gradually became to provide information and interpret technical data in ways elderly residents or people 
unfamiliar to urban planning could understand.  
 As Machi Communication began to receive recognition from the local community, they volunteered to 
do some research to collect data to show the serious situation the community faced, to understand what 
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residents required and what their hopes and plans were for the area. The research met with opposition 
from the chairman of the conference who wanted to know who would take responsibility for the data? 
After some discussion, the chairman agreed to do the research on conditions that it contributed to the 
co-housing project. Machi Communication carried out the research working together with people who 
specialized in architecture and social research. It’s purpose was to find out which households were eager 
to rebuild their homes in Mikura and whether they wanted to participate in the co-housing project. At the 
same time they held workshops and meetings convincing residents that co-housing was efficient for 
rebuilding their homes and that it would enable them to live in a cooperative way.  
 
The Out Come of the Co-Housing Project 
 
 Nine households who had previously lived in Mikura participated in this project, seven of them were 
landowners of relatively small building sites and two of them had tenant rights for even smaller pieces of 
land. Their land was gathered into one, and by adding the space that was provided by a local company 
whose manager is the previously noted member of Machi Communication, a building site of 
approximately 450 square meters was put together. Land readjustment was useful in terms of gathering 
participants from different parts of the Mikura area. Seven of the households have returned and are now 
living in the units adjusted and designed according to their needs and affordability. One is for rent, and 
one is used as a restaurant by a member of the family of the owner. Also two new households moved 
into this area by purchasing the extra units built. However, these people were friends with one of the 
families who were eager to participate in the co-housing project from the beginning. Much effort was 
needed in putting the building site together, negotiating with city planners and the developer which was 
in this case the Housing and Urban Development Corporation, negotiating between participants and 
architects, solving financial problems and so on. In spite of all the trouble, the participants were able to 
establish good relationship with each other before they moved in. Machi Communication played an 
important role in interpreting technical matters and making discussions easy to understand so that 
everyone felt that they were free to speak.  
 The company manager who was aware that participating in the co-housing project would not be 
profitable, decided to use the unit they owned as a place for community-based activity. The 6 story 
reinforced concrete structure was named “Mikura Five”, and this unit was named “Plaza Five”. 
Although the co-housing project itself could not realize it’s full intentions, (for example it could hardly 
reach out to the many senior victims on welfare who had no choice but public housing in remote areas) it 
is making a longitudinal contribution to the community. There are small groups that prepare meals for 
elder residents who tend to stay alone indoors. This gives them the opportunity to meet neighbors and 
have conversation. Some student volunteers teach how to use personal computers. Senior residents are 
eager to use the internet and exchange e-mail with friends and relatives. Active residents are now 





 Urbanized areas of Kobe City had concentrated damages, reflecting social trends in the inner-city 
where population density was high, and row houses or tenement houses mainly built of seismically 
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vulnerable wooden construction were mainly occupied by lower income households. The victims 
including significant numbers of elderly residents faced serious housing problems but temporary and 
permanent housing programs by the local government failed to meet their needs. Community recovery 
was crucial in areas characterized by a common experience of relative need and mutual dependence. 
However in areas designated of land readjustment, tenants found it difficult to return and industry moved 
out. With the help of voluntary groups and specialists, community organizations responded to housing 
problems and the reconstruction plan by carrying out the co-housing project. The intentions were to 
enable the victims including tenants, workers and enterprises of the local industry and the elderly to 
restore their everyday life. Although the outcome of co-housing it self was limited to the return of seven 
households, the building process was a learning experience for all the people involved and it provided 
the bases for continuing community-based activity. 
 As Urano(1995)found, problems which senior victims faced were more or less problems that any 
member of the society could have in common, not to mention the handicapped or foreigners in terms of 
adaptation to the sociocultural environment. To recognize the victims’ social, cultural and historic 
backgrounds are essential for post-disaster housing and community recovery. Other wise consequences 
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